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国民体育大会記録情報処理システムの指定に係る手続きについて 
 
 

国民体育大会記録情報処理要項第 3 項に定める「国民体育大会記録情報処理システムの指定」

については、下記に基づき行うものとする。 
 
１．手続きの流れ 

(1) 国民体育大会記録情報処理システム（以下「国体記録システム」という。）の指定にあ

たり、公益財団法人日本体育協会（以下「日体協」という。）は、事業者に対し広く周

知を図り、募集を行うものとする。 
(2) 国体記録システムの指定を希望する事業者（以下「当該事業者」という。）は、国体に

おける記録業務への参入を予定する大会の前々年 10 月末までに「国体記録システム指

定希望申請書」（様式 1）並びに「事業計画書」（様式 2）を日体協へ提出する。 
(3) 当該事業者は申請にあたり、日体協がシステムの評価を行う際に必要な資料（基本設計

書・仕様書等システムの内容について示す資料、システムの使用・運用等記録業務の実

施に要する全ての経費について示す資料等）を併せて提出する。 
(4) 日体協は、外部の第三者によるシステムの評価等を基に、国民体育大会委員会（以下「国

体委員会」という。）において業績、性能、安定性、経済性等を総合的に審査し、優れ

たシステムを国体記録システムとして指定する。なお、国体記録システムの指定は、複

数のシステムに対して行うことができるものとする。 
(5) 日体協は審査結果について、当該事業者が参入を予定する大会の前年 4 月末までに、当

該事業者および開催都道府県実行委員会（以下「開催県」という。）に対し通知する。 
 
２．指定に係る審査の観点 

国体委員会では、国体記録システムの指定の適否を判断するにあたり、以下の点を踏まえて

審査を行う。 
(1) 当該事業者は、国体あるいはその他のスポーツ競技大会における競技成績等記録の情報

処理について業績を有し、業務の遂行に充分な能力を有していること。 
(2) 当該事業者のシステムが、国民体育大会記録情報処理要項に定める記録等情報の発表、

総合成績の算出を行うにあたり充分な機能を有していること。 
(3) 経済性の観点から効率的で適正なシステムの構築並びに運用がなされていること。 
(4) システムダウン等のトラブルへの対策は充分になされていること。 
(5) その他記録業務を行うにあたり必要な内容を具備していること。 

 
３．審査時におけるシステムの評価 

(1) システム本体（ハードウェア及びソフトウェア）に係る評価について 
日体協指定のシステムコンサルタントに依頼し、性能・経費等についての評価を行う。 
なお、評価にかかる費用は当該事業者の負担とする。 

 
(2) システムの運用に係る評価について 

当該事業者が国体での業績を有する場合、当該事業者に記録業務を委託した開催都道府

県にその評価を依頼する。当該事業者が国体での業績を有しない場合は、国体以外のスポ

ーツ競技大会における業績等を勘案し評価を行う。 



- 2 - 

 
４．システム内容変更時の手続き 

(1) システムの基本設計・仕様・経費等に変更がある場合、当該事業者はその内容について

日体協へ速やかに届出を行うこと。 
(2) （1）の届出により、システムの内容に大きな変更があると国体委員会において判断し

た場合、当該事業者は第 1 項に定める手続きにより改めて審査を受けるものとする。 
(3) （1）の届出により、軽微な変更で国体記録システムとしての指定に問題がないと国体

委員会が判断した場合、当該システムについて審査を省略し継続して指定できるものと

する。 
(4) システムの基本設計・仕様・経費等に変更がない場合の届出は不要とし、審査を省略し

継続して指定できるものとする。 
 
５．業務終了後におけるシステムの評価 

日体協は、大会終了後、使用したシステムの運用面における評価（様式 3）を開催県に対し

依頼する。 
 
６．改善要求、指定の取り消し 

(1) 日体協は、開催県及びシステムコンサルタント等外部の第三者の評価を踏まえ、必要に

応じて当該事業者にシステムの改善等を要求することができる。 
(2) (1)に基づく改善要求に対し、事業者による速やかな対応がなされない場合、国体委員

会は指定を取り消すことができる。 
 
 
＜附則＞ 

(1) 本手続き内容については、平成 20 年 10 月 30 日より適用する。 
(2) 本手続き内容は、公益財団法人日本体育協会の設立の登記の日（平成 23 年 4 月 1 日）

より施行する。 
(3) 本手続き内容については、平成 27 年 11 月 11 日より適用する。 



（様式 1） 

平成  年  月  日 
 
公益財団法人日本体育協会 
国民体育大会委員会 

委員長 （名）  殿 
（ 事 業 者 名 ） 
（役職）（責任者名）㊞ 

 
 
 

国体記録システム指定希望申請書 
 
 
 

国民体育大会における記録業務について、国民体育大会記録情報処理システムへの指定を希望し、

申請いたします。 
 
 



（様式 2） 
（作成例） 

 
国民体育大会記録情報処理システムに係る事業計画書 

 
 
１．事業者概要 

※ 事業者名、所在地、主な事業内容等、事業者の概要について記載すること 
※ 併せて、登記簿謄本、直近の財務諸表および直近の予算・決算書を併せて提出すること 

 
 
２．スポーツ競技大会における業務実績 

※ 国体および他のスポーツ大会における競技成績等記録の処理に関する業務実績について

記載すること 
 
 
３．事業参入予定時期 

第○○回大会（平成○○年）より 
 
 
４．システムの構築・運用等業務に係る基本的な考え方 

※ 詳細について、必要な資料を添付すること 
（例）システム基本設計書、仕様書、業務フロー 等 

 
 
５．業務に係る諸経費 

※ システムのハードウェア・ソフトウェアに係る経費の他、システムの構築・運用のため

の人件費を含めた諸経費の詳細について、必要な資料を添付すること 
※ 併せて、各大会における業務受託料の見込み額の詳細について、必要な資料を添付する

こと 
 



（様式 3） 
 
 
 
 
 
 
 

国体記録システムの運用に対する評価チェック表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成   年   月   日 
 
 
 

（団体名）                  
 
 
 

（代表者名）               ㊞   
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国体記録システムの運用に対する評価チェック表 
 
 

1. 以下の各項目について、「○」（十分に対応できており問題はなかった）、「△」（業務に支障は

なかったが改善の余地がある）、「×」（業務に支障をきたし改善すべき）の中から選択して評

価してください。また、評価の理由について特記すべき事項があればお答えください。 
 
 
Ⅰ．大会前の業務について 
No. 評価 チ ェ ッ ク 項 目 
１ 

〔  〕 ・ 大会に向けてシステムの変更・カスタマイズやテストが十分に行われ

ていたか。 
（理由） 
 
 

２ 
〔  〕 ・ 出場選手のデータ等マスター類の整備やその他の事前準備は、十分に

行われていたか。 
（理由） 
 
 

 
Ⅱ．大会中の業務について 
No. 評価 チ ェ ッ ク 項 目 
１ 

〔  〕 ・ プログラム訂正、選手変更等の情報の入手・処理に問題はなかったか。 

（理由） 
 
 

２ 
〔  〕 ・ 集約競技会場での競技記録の入手・処理に問題はなかったか。 

（理由） 
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No. 評価 チ ェ ッ ク 項 目 
３ 

〔  〕 ・ 記録本部への情報の送達に問題はなかったか。 

（理由） 
 
 

４ 
〔  〕 ・ インターネットへの記録の配信はスムーズに行われていたか。 

（理由） 
 
 

５ 
〔  〕 ・ 記録の内容・正確性に問題はなかったか。 

（理由） 
 
 

６ 
〔  〕 ・ 総合成績の算出・帳票作成に問題はなかったか。 

（理由） 
 
 

７ 
〔  〕 ・ 開催地実行委員会の業務へのサポートは迅速かつ的確であったか。 

（理由） 
 
 

８ 
〔  〕 ・ スタッフの対応、服装等に問題はなかったか。 

（理由） 
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No. 評価 チ ェ ッ ク 項 目 
９ 

〔  〕 ・ 全体的な人員の配置は適切に行われていたか。 

（理由） 
 
 

10 
〔  〕 ・ 全体的な業務の流れ・手順に問題はなかったか。 

（理由） 
 
 

 
Ⅲ．大会後の業務について 
No. 評価 チ ェ ッ ク 項 目 
１ 

〔  〕 ・ 成果物の提出、業務完了報告等各種手続きに問題はなかったか。 

（理由） 
 
 

 
 
2. その他、評価チェック項目以外で特記すべき事項があればお答えください。 
  



国民体育大会記録情報処理システムの指定に係る手続きの流れ

日本体育協会（日体協） 事業者 開催県

大会開催
前々年

大会開催
前年

大会開催
当該年

◆ 申請がなされたた事業者について、外部の

第三者によるシステムの評価を基に、国体委員

会において「国体記録システム」への指定の適

否を審査する。

【10月末まで】

◆ 記録業務への参入を予定する大会の前々年

10月末までに「国体記録システム指定希望申請

書」（様式1）並びに「事業計画書」（様式2）、シス

テムの評価に必要な資料を日体協に提出する。

【3月末まで】

◆ 申請がなされた事業者について、国体委員

会において「国体記録システム」への指定の適

否を判断し、その結果について当該事業者並

びに関係する開催県に通知を行う。

◆ 当該大会開催県より選定された事業者は、

開催県と記録業務の受託について契約を行う。

【4月以降】

◆ 日体協より「国体記録システム」の指定を受

けた事業者の中から、当該大会における記録

業務を委託する事業者の選定を行う。

【大会終了後】【大会終了後】

◆ 開催県に対し、当該大会において使用した

申請書等提出

評価・審査

結果通知

結果通知

◆ 選定した事業者と記録業務の委託について

契約を行う。

契約

国 民 体 育 大 会

◆ 事業者から報告がなされたシステムの基本

設計・仕様・経費等の変更内容について、継続

して国体記録システムとして指定することに問

題がないか、国体委員会において判断を行う。

◆ 国体委員会において、システムの変更に大

きな変更があると判断した場合、事業者に改め

て審査を受けるよう通知する。

◆ システムの基本設計・仕様・経費等に変更

がある場合、その内容について日体協に報告

を行う。

通知

報告

◆ 当該大会において使用した「国体記録シス

テム」について、「国体記録システムの運用に

対する評価チェック表」（様式3）による評価を行

い、日体協に提出する。

◆ 開催県に対し、当該大会において使用した

「国体記録システム」について、「国体記録シス

テムの運用に対する評価チェック表」（様式3）に

よる評価の提出を依頼する。

依頼

評価提出




